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経済制裁の効果としては，ロシアからの輸出が落ち込んで外貨収入が減る，輸入も

滞るので外国製品が値上がりする，外資系企業がロシアから撤退したり，事業を縮小

したりする，国民の生活が苦しくなって反戦デモや反政府ストライキが広がり，経済

活動が停滞する―などが挙げられる。 

世界的な金融危機リーマン・ショック翌年の 2009 年，ロシアの国内総生産（GDP）

は前年比 7.8%減少した。14 年にウクライナ南部クリミア半島を併合した際もロシア

は経済制裁を受け，同年の GDP は前年から 2%少なくなった。 

今回の経済制裁によるロシアへの打撃は，リーマン・ショックやクリミア併合時を

大きく上回り，22 年の GDP は 10～15%のマイナスになるのではないかとみている。 

ただ経済制裁でロシアの原油輸出量は減るだろうが，価格が上昇しているので，ロ

シアに入るオイルマネーが一気に落ち込むことはない。プーチン大統領がオイルマネ

ーを戦費と国内経済支援のどちらに多く回すのか。その案分によっては，制裁による

経済への打撃がソフト化される可能性がある。制裁に反対する中国がロシア産原油の

輸入を増やした場合にも，同じように制裁の効果は薄らいでしまうだろう。 

ロシアは，同じスラプ民族で「兄弟国」とされるワクライナに特定の理由もなく攻

め込んだ。ロシア国民が経済的な苦境に陥ると，その怒りはプーチン氏に向くのでは

ないか。反戦デモや反政府ストライキがロシア各地に広がり，それがウクライナ侵攻

の停止やプーチン氏の失脚につながることを期待したい。 
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